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概	 要 
	 2015 年 9 月、国連における持続可能な開発サミットで、持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジ
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	 折しも企業もその社会的責任（Corporate Social Responsibility ; CSR）や共通価値の創造




















                                                













	 第 4 章では、第 3 章で示した先行研究から抽出した、社会的ミッションの形成プロセスを
初期仮説として示す。あわせて、研究する事例対象企業と、検討方法について述べる。 
	 第 5 章では、仮説検証のために行った社会志向な理念を持つ企業・団体 5 者へのインタビ
ュー内容および考察を示す。 













第一項	 SDGs の視点から 
	 2015 年 9 月の国連における持続可能な開発サミットで「我々の世界を変革する：持続可能
な開発のための 2030 アジェンダ（2030 アジェンダ）」が全会一致で採択された2。この 2030
アジェンダの中で「持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）」が掲げ






ある。この SDGs を中核とする 2030 アジェンダは、世界の経済、社会及び環境の三領域を
一体として取り組むことを定めており、先進国・開発途上国がともに取り組むべき普遍的な
目標として、国家だけではなく民間企業が積極的に関わることを求めている。 
 しかしながら、世界的な規模での SDGs に対する取り組みは企業単位では限界があり、効
果的に実践していくためには企業と国際機関・政府・NGO 等との連携が必要不可欠である。 
       	 	  
 	 	 	 	 	 	  図表 ２-１持続可能な開発目標（SDGs）の 17 のゴール 
 	 	   	    
	  	 	  （出所）国際連合広報センターホームページ 
                                                
2 外務省ホームページ	 http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/about/doukou/page23_000779.html 
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これら日本においても、政府、民間企業、NPO・NGO 法人がそれぞれの立場から SDGs





















第二項	 日本における NPO の現状と課題 
	 米国では、大学生の文系（人文・教養・教育）就職人気ランキングにおいて Google と並
んで、スラム地区へ小中学校の教師を派遣する Teach for America や Peace Corps などの
NPO・NGO がトップ 10 に入り、NPO は社会的なステータスが企業と同等に高く、若者の
意識が社会セクターへ向いていると言われている。日本においては、ビジネス・経済系就職
                                                
3 平成 28 年 12 月 22 日ＳＤＧｓ推進本部決定）持続可能な開発目標（SDGs）実施指針（本文） 
  首相官邸ホームページ https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sdgs/ 
9 
人気ランキングでは、NPO や NGO はランクインせず、かろうじて非営利組織として JICA
（国際協力機構）がラインクインしているのみである。 
 
 図表 ２-２ アメリカと日本の文系大学生人気就職先ランキング
 
（出所）UNIVERSUM（2017）World’s Most Attractive Employers 2017	  





	 	     図表 ２-３日米の NPO に対する寄付金額（2010 年） 
 
	     （出所）千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014)  
                                                
4	千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014). 社会貢献活動の参考モデルの調査について 
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    図表 ２-４ 「ソーシャル・ビジネス」・「社会起業家」の認知度 
  







	 	 	  
                                                
5 NPO 法人 ETIC.(2015). ソーシャルビジネス・社会起業家に関する若者認知度調査 2014. 
  https://drive.media/posts/4771 
6 千葉県. (2014). 社会貢献活動の参考モデルの調査について. 環境生活部県民交流・文化課 
「ソーシャルビジネス」または「社会起業家」という言葉を知っていますか。(n=1,020) 
11 
       図表 ２-５全国の NPO 法人数の推移 
	      
	    （出所）千葉県環境生活部県民交流・文化課. (2014) 

















                                                






























                                                
8 Gratton, L. & Scott A. (2016). 池村 千秋 (訳), 『Life shift: 100 年時代の人生戦略』. 東京: 東洋経済新報社. 
























































                                                
10 Dees, J. G. (1998). The meaning of 'social entrepreneurship'     
   http://www.redalmarza.cl/ing/pdf/TheMeaningofsocialEntrepreneurship.pdf 
11 Zahra, S. A., Gedajlovic, E., Neubaum, D. O., & Shulman, J. M. (2009). A typology of social entrepreneurs: 
Motives, search processes and ethical challenges. Journal of Business Venturing, 24(5), 519-532. 
12 Dacin, P. A., Dacin, M. T., & Matear, M. (2010). Social entrepreneurship: Why we don't need a new theory 
and how we move forward from here. Academy of Management Perspectives, 24(3), 37-57. 
13 Mair, J., & Marti, I. (2006). Social entrepreneurship research: A source of explanation, prediction, and 
delight. Journal of world business, 41(1), 36-44. 
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図表 ３-１ ミッションとプロセス/資源要素における起業家型の違い 































支配的な組織形態 利益 利益 非営利または利益 非営利または利益 

































図表 ３-２ ソーシャル・アントレプレナーシップの要件 
大分類 項目 zahra 2009 Dees 1998 Dacin 2010 
機会発見 社会的ニーズの検索・追求・発見 ○	 ○	 	
ミッション 
 
社会的ミッションの形成 ○	 ○	 ○	
社会価値を創造する使命 	 ○	 ○	
情熱・ビジョン 
 
社会問題を追求するための情熱 ○	 	 	



































                                                






























































































                                                
	 15 的場 (2002). 企業経営におけるミッション形成プロセスの調査・経営者はいかにして使命感を持つに至る
のか. Working Paper 2002・11 神戸大学 
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	 これらの過程をモデルとしてしましたのが下図である。 
	       












































                                                






図表 ３-６	 先行研究による事業創造プロセスの概念図 
 
 





















































	          

















































株式会社：	 チャレナジー	 日本環境設計	 ユーグレナ 







                                                
18 松田修一(2005)「ベンチャー企業＜第 3 版＞」日本経済新聞社,p59. 
















物や web の記事を補足として適宜用い、下記の項目および視点について分析を行った。 
 
＜インタビュー対象者＞ 
（１）株式会社ユーグレナ	      ：代表取締役社長	 出雲	 充氏（創業者） 
（２）株式会社日本環境設計	    ：代表取締役会長	 岩元	 美智彦氏（創業者） 
（３）株式会社チャレナジー	    ：代表取締役 CEO	 清水	 淳史氏（創業者） 
（４）特定非営利活動法人 ETIC  ：代表理事	 宮城	 治男氏（創業者） 
（５）公益社団法人 MORIUMIUS ：理事	 油井	 元太郎氏（創業メンバー） 
 
＜分析項目＞	                                     ＜分析の視点＞ 
①原体験                                 社会課題を認識する前提の価値観 
 
②社会的課題の認知 
社会課題の認識	                      事業創造のトリガリング・イベントは何か 
探索	                         	 	 	  どのような社会的ミッション確立の経緯か 
社会的ミッションの確立	              原体験や人生観に基づく使命感の形成 
 
③ソーシャル・ビジネスの開発 
 企業家チームの組成          	 	 	 	  	 チームやネットワークは存在しているか 
 経営資源の動員	                     	  壁の乗り越え、共感による正当性 
 戦略・仕組みの創造	                    社会的価値創造のための機会創出努力 
26 
第５章	事例研究 














	 	  




は 2020 年以降、国際線を運航する航空会社に排出権の購入が義務化され、CO2 排出をオフ
セットしたバイオジェット燃料の市場は急激に拡大すると考えられる。 
 
                                                




本社所在地 〒131-0041	 東京都港区芝 5−33−1 
設立(西暦) 2005 年 8 月 9 日 












2005 年 8 月 設立 
2005 年 12 月 世界で初めて微細藻類ユーグレナの食用屋外大量培養に成功 
2010 年 5 月 ユーグレナからのバイオジェット燃料製造に関する他社との共同開発を開始 
2012 年 12 月 東京証券取引所市場マザーズに上場 
2014 年 12 月 東京証券取引所市場第一部に市場変更 
2015 年 3 月 本社所在地を港区田町に移転 




































                                                




























































                                                
23 euglism（ユーグリズム）10 か条として定められている。 














































図表 ５-２ BRING のロゴとマーク27  
     
                                                
25 岩元美智彦. (2015). 『「捨てない未来」はこのビジネスから生まれる : 赤字知らずの小さなベンチャー「日本
環境設計」のすごいしくみ』 ダイヤモンド社. p52 
26 現在は BRING に名称変更している。	  
27 同社 Facebook ページより 
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図表 ５-３ デロリアン号を使用したイベントの様子28 
 
	            
 
 
      
図表 ５-４ リサイクルのイメージ29 
 
                                                
28 朝日新聞デジタル https://www.asahi.com/articles/photo/AS20170619004048.html 





本社所在地 〒100-6005 東京都千代田区霞が関 3-2-5 霞が関ビルディング 25F 
設立(西暦) 2007 年 1 月 







資本金 資本金 14 億 9200 万円（資本準備金含む） 
社員数 非公開 





2007 年 1 月 設立 
2007 年 6 月 大阪大学と共同で綿繊維リサイクルに関する技術開発を開始 
2009 年 5 月 大阪大学との共同研究により、綿繊維からバイオエタノールを生産するリサ
イクル技術の開発に成功 
2010 年 4 月 愛媛県今治市にて、綿繊維からバイオエタノールを生産する小型商用プラン
トが竣工、稼働開始 
2010 年 6 月 中小企業基盤整備機構より受託した繊維製品リサイクル調査事業の成果をも
とに、消費者より衣料品を店頭回収しリサイクルを実施する「FUKU-FUKU プ
ロジェクト」開始 
2011 年 11 月 愛媛県今治市にて、携帯電話をリサイクルする小型商用プラントが竣工、操業
開始 
2012 年 2 月 環境省プラスチック等の効率的な回収システムの構築及び再資源化ビジネス
支援事業の採択。同事業において、第 1 回 PLA-PLUS プロジェクトを開催 
2016 年 2 月 資本金 14 億 9200 万円（資本準備金含む）に増資 












（出所）筆者作成：日本環境設計株式会社 HP より 
	
①原体験 
















































































































                                                





本社所在地 〒131-0041	 東京都墨田区八広 4-36-21 ガレージスミダ 
設立(西暦) 2014 年 10 月１日 
代表者(CEO) 代表取締役 CEO	 清水 敦史 
事業内容 垂直軸型マグナス風力発電機の研究、開発、設計、製造、販売 
資本金 4,800 万円（資本準備金含まず） 
社員数 非公開 





2014 年 3 月 第 1 回テックプラングランプリ 最優秀賞受賞 
2014 年 10 月 設立 
2016 年 3 月 クラウドファンディングにてストレッチ目標 400 万円達成 
2016 年 8 月 沖縄県南城市で実証試験を開始 
（出所）筆者作成：株式会社チャレナジー  HP より 
図表 ５-５ 垂直軸型マグナス風力発電機32 
 
                                                















































図表 ５-６	 マグナス効果33 
 
	 マグナス式垂直軸型発電機の開発は、企業に勤めながら仕事の後、さらに休日を利用して





                                                









始める」ことだという。2011 年から約 3 年間、一人で実用化に向けての開発を続けたが、

















































本社所在地 〒150-0041 東京都渋谷区神南 1-5-7 APPLE OHMI ビル４階 
設立(西暦) 1993 年	 （法人化 2000 年 3 月） 




社員数 83 名 
（出所）筆者作成：特定非営利活動法人エティック HP より 
 
                                                






1993 年 4 月 早稲田大学にて、起業家を目指す学生が集まり、勉強会としてスタート 
1994 年 3 月 起業を志す関東近県の大学生を中心に、「学生アントレプレナー連絡会議」が発
足。 
1997 年 6 月 日本初のベンチャー企業での長期実践型インターンシッププログラム「アント
レプレナー・インターンシッププログラム」をスタート 
1997 年 6 月 事務局機能の拡大にともない、事務局の名称を「ETIC.（エティック）」に統一。
学生団体から NPO 事業体へ移行。 
2001 年 12 月 社会的課題に挑戦する起業家を支援するため「ETIC.ソーシャルベンチャーセン
ター」を設立 
2002 年 6 月 日本初のソーシャルアントレプレナー育成プログラム「NEC 学生 NPO 起業塾」
開始（現在は NEC 社会起業塾として開催） 
2007 年 9 月 『ETIC.インターンシップ・プログラム』参加学生が 2000 名、起業家・経営者
となった卒業生が累計 120 名突破 
2011 年 5 月 東北の復興リーダー支援「右腕派遣プログラム」開始 
2013 年 9 月 ソーシャル・ビジネス向けの資金調達と経営支援「CHANGE」開始 
2015 年 11 月 変革の担い手として社会的インパクトの拡大を目指すリーダーが集うコミュニ
ティ「インパクトラボ」設立 
2016 年 11 月 Social Impact for 2020 and Beyond Initiative スタート 





（出所）筆者作成：特定非営利活動法人エティック HP より 
 
①原体験 



























































































公益社団法人 MORIUMIUS の会社概要 
正式社名 公益社団法人 MORIUMIUS 
本社所在地 〒150-0041 宮城県石巻市雄勝町明神字沼尻１３番地５ 
設立(西暦) 1993 年	 （法人化 2000 年 3 月） 
代表者(CEO) 代表理事	 立花貴 
事業内容 体験型宿泊施設「MORIUMIUS」の運営 
資本金 資本金 8,672 万円 
社員数 10 名 




公益社団法人 MORIUMIUS の沿革 
西暦年 内容 
2011 年 5 月 公益社団法人 sweet treat 311 として設立 
2013 年 4 月 廃校だった旧桑浜小学校を購入。改修スタート 
2015 年 7 月 こども向け複合体験施設 MORIUMIUS	 オープン 
2016 年 7 月 団体名を公益社団法人 MORIUMIUS に変更 
2017 年 1 月 大人の協働宿泊施設モリウミアス アネックス	 オープン 



















































































                                                





















図表 ５-７	 各事例における原体験と社会課題の認識 
















































図表 ５-８	 各事例におけるトリガリング・イベントと社会課題 


















































































































































図表 ５-１１	 起業家の社会的ミッションが最も重要な影響を与える項目 
対象 企業家チーム 経営資源の動員 
参加の 
「場」づくり 
ユーグレナ・出雲氏 ○	 	 	
日本環境設計・岩元氏 	 	 ○	
チャレナジー・清水氏 ○	 	 	
ETIC・宮城氏 	 	 ○	













































	                 
                                                
39 軽部大, 武石彰, 青島矢一. (2007). 資源動員の正当化プロセスとしてのイノベーション: その予備的考察.  
IIR ワーキングペーパー No. 07-05 一橋大学イノベーション研究センター 
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40 Putnam, Robert D. (2000), Bowling Alone : The Collapse and Revival of American Community. New York : 
Touchstone.（柴内康文訳（2006）『孤独なボウリング―米国コミュニティの崩壊と再生』柏書房） 
41 若林直樹（2009）『ネットワーク組織社会ネットワーク論からの新たな組織像』有斐閣 
42 Putnam, Robert D. (1993) , Making Democracy Work : Civic Traditions in Modern Italy, Princeton 





















































































































































































	 最後に、この 2 年間を常にそばでサポートしてくれた妻と、いつも笑顔で迎えてくれる息
子に心より感謝します。	
	






Dacin, P. A., Dacin, M. T., & Matear, M. (2010). Social entrepreneurship: Why we don't need a new 
theory and how we move forward from here. Academy of Management Perspectives, 24(3), 37-57.  
Dees, J. G. (1998). The meaning of 'social entrepreneurship'. 
http://www.redalmarza.cl/ing/pdf/TheMeaningofsocialEntrepreneurship.pdf 
Gratton, L. (2016). In Scott A., 池村 千秋 (訳), 『Life shift: 100 年時代の人生戦略』. 東京: 東洋経済新
報社.  
Mair, J., & Marti, I. (2006). Social entrepreneurship research: A source of explanation, prediction, and 
delight. Journal of World Business, 41(1), 36-44.   
Zahra, S. A., Gedajlovic, E., Neubaum, D. O., & Shulman, J. M. (2009). A typology of social 
entrepreneurs: Motives, search processes and ethical challenges. Journal of Business Venturing, 
24(5), 519-532. 
伊藤, 宰,  沼田, 秀. (2015). 日本におけるソーシャルビジネスを取り巻く現状と課題について. 事業
創造大学院大学紀要, 6(1), 87-96.  
出雲 充. (2017). 『僕はミドリムシで世界を救うことに決めた。』. 東京: 小学館.  
岩元美智彦. (2015). 『「捨てない未来」はこのビジネスから生まれる : 赤字知らずの小さなベンチャ
ー「日本環境設計」のすごいしくみ』 ダイヤモンド社.  
軽部大, 武石彰, 青島矢一. (2007). 資源動員の正当化プロセスとしてのイノベーション: その予備的考
察.  IIR ワーキングペーパー No. 07-05 一橋大学イノベーション研究センター 
企業活力研究所. (2017). 社会課題 (SDGs 等) 解決に向けた取り組みと国際機関・政府・産業界の連携
のあり方 に関する調査研究報告書  
経済産業省. (2008). ソーシャルビジネス研究会報告書.  
経済産業省. (2011). ソーシャルビジネス推進研究会報告書. 
高橋和志, 河合篤男. (2013). ソーシャル・キャピタル論からみた自発的産業支援組織の研究: 木曽川ル
ネッサンス・プロジェクトを事例に. オイコノミカ, 49(1), 21-4 
谷本 寛治. (2006). 『ソーシャル・エンタープライズ: 社会的企業の台頭』. 東京: 中央経済社.  
谷本 寛治, 唐木 宏一. (2007). 『ソーシャル・アントレプレナーシップ : 想いが社会を変える』.東京: 
NTT 出版.  
67 
 
谷本 寛治, 大室 悦賀, 大平 修司. (2013). 『ソーシャル・イノベーションの創出と普及』. 東京: NTT
出版.  
千葉県. (2014). 社会貢献活動の参考モデルの調査について.	環境生活部県民交流・文化課 
趙瑋琳, 李妍焱. (2016). ソーシャル・イノベーションの仕組みづくりと企業の役割への模索: 先行文




日本経済調査協議会. (2017). ソーシャルイノベーションとソーシャルビジネス : ソーシャルビジネ
スが掘り起こす社会の潜在ニーズと豊かな社会の創造. 東京: 日本経済調査協議会. 
松田	 修一(2005)「ベンチャー企業＜第 3 版＞」日本経済新聞社,p59. 
的場	 正晃.(2002). 企業経営におけるミッション形成プロセスの調査・経営者はいかにして使命感を
持つに至るのか. Working Paper 2002・11 神戸大学 
NPO 法人 ETIC.(2015). ソーシャル・ビジネス・社会起業家に関する若者認知度調査  2014. 
https://drive.media/posts/4771 
